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１. は じ め に
周知のように, 第二次世界大戦後, 日本の食料自給率は趨勢的に低下してきた｡ 1960年代
の食料自給率は60％程度であったが, 2000年代の後半には約40％程度に低下し, 輸入食料へ
の依存はますます高まっている (表１参照)｡
1990年代以降, 日本の食料輸入において, 野菜・加工食品の輸入増大がとくに著しい｡ 野
菜にかんしては, 現在すでに300万トン (生鮮野菜, 冷凍野菜, 乾燥野菜, 塩蔵野菜等の総
計) に達している｡ この日本の野菜, 加工食品輸入における中国の位置はかなり高い｡ つま
り, かつて1995年には日本の生鮮野菜輸入における中国産野菜のシェアは20％に過ぎなかっ





年 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2011
自給率 73 60 54 53 53 48 43 40 40 39 39
資料：農林水産省編 (2013) 89ページ｡
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1995年 737,841 152,644 20.7
2000年 971,116 363,216 37.4
2005年 1,125,200 709,928 63.1
2010年 820,594 458,773 55.9
2011年 914,982 518,830 56.7





















こうした結果, 1989年以降, 日本は中国野菜の輸出相手国中第１位となり, 2000年には中








1 日本 22.7 19.3
2 ベトナム 8.8 7.5
3 アメリカ 8.3 7.1
4 韓国 8.2 7.0
5 マレーシア 7.8 6.6
6 インドネシア 6.1 5.2
7 タイ 5.5 4.7
8 ロシア 5.1 4.3
9 香港 4.7 4.0


















この一方で, 各地域の行政部門との関連を強化し, 各地で ｢無公害食品行動計画｣ を実施
した｡
さらに, 2007年には, 中国政府は国務院に国家食品安全指導小組を設置し, 当時の呉儀副
首相をこの小組の主任に任命し, 食品安全管理体制を強化した｡ この小組は後に ｢食品安全
委員会｣ に改組, 強化されている｡








れ, 食品の安全確保が進められることとなった1)｡ 陳小帆編 (2004) によれば, その主要な
内容は以下の通りである｡
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2007年に中国で ｢農民専業合作社法｣ が公布されて以降, 中国には大量の農民専業合作社








この愛民米業専業合作社は愛民米業公司 (江蘇省塩城市2) に立地する私営企業) と農家を
結びつけ, 江蘇省最大規模の米生産・加工・販売の一体化企業体を形成した｡ 中共中央党校
党建教研部 (2008) によると, 愛民米業公司は, 千秋鎮双龍村の村党支部書記を歴任した唐
玉花が中心となり創業した企業である｡ この企業は米の加工販売を中心とした企業であるが,
合作社による農家からの米の統一集荷に成功し, 生産・販売規模の拡大を達成した｡ 2008年
の調査段階で, 大規模農家458戸をはじめとして, 約５万戸の農家と契約を締結し, 全県19
郷鎮に３ヶ所の大規模契約農場 (総面積40数万ムー) を建設している｡ この合作社はこうし
て集荷した優良米 (約50万トン) を中国全土に販売, 日本 (日本の生協と米加工品の貿易で
























山東省安丘市は有力な日本向け輸出野菜産地の一つであり, とくに長ネギ, タマネギ, ブ
ロッコリー等の大規模な輸出基地の圃場が広範に展開している｡ この市では, 農産物輸出が
市の重要産業であることから, これを振興し, あわせて農産物・食品の安全を確保するため
に, 全市をあげて ｢安丘市農産物安全条例｣ を制定した｡ この条例では, 市全域において安
全な農産物を生産する体制を構築するため, 具体的に以下の３点の対策を, 全市を対象に実
施している｡







となるためである｡ この転換を進める一方で, 協同組合の構成員 (農民) にたいする生産管
理水準 (とくに農薬管理水準) 向上のための研修を強化している｡
こうした農民専業合作社を基本とした生産システムを調査結果から紹介しよう｡
｢安丘市双贏果蔬専業合作社｣ (安丘市景芝鎮東営村) は2009年１月に登記成立した｡ 組
合員202人, 出資金総額は56万元, 組合員の農地は約1200ムーである｡ この農民専業合作社
はスイカと野菜を主に生産し, とくに組合員にたいする技術指導, 協同組合教育等に力を入
れている6)｡ この農民専業合作社は, 安全で安価な農業資材の供給, 統一販売, 組合員教育
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3) 現実に, 江蘇省のＡ社では野菜の生産・加工過程についてトレーサビリティシステムを導入してい
る｡ 詳しくは佐藤敦信・深湖・大島一二 (2004, 107～110ページ) 参照｡
4) この残留農薬事件, 餃子事件等による輸出企業の苦境と, 対応については, 坂爪浩史・朴紅・坂下





また, ｢安丘市奥通大葱専業合作社｣ (安丘市新安街道村) は, とくに長ネギ生産に特




た農民専業合作社である｡ 組合員100人, 組合員の農地は約500ムーである｡ この農民専業合
作社は落花生と野菜を主に生産し, とくに落花生については, 緑色食品, 無公害食品の認証
を取得し, 東南アジア, ヨーロッパ, 日本等の海外への輸出を積極的に行っているところに




















える｡ しかし, 様々な改革も, 肝心の輸出農産物の安全管理にゆるみが発生しては元も子も
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Role of the Agricultural Cooperatives in the Expansion
of Food Trading between Japan and China
OSHIMA Kazutsugu
Domestic Japanese food production catered for 60％ of the country’s needs in the 1960s, but,
by the late 2000s, that figure stood at 40％. This drop led to an increase in imports such as
vegetables and processed food－most of which has recently come from China.
In the early 2000s, there were serious food security problems in China. These posed
challenges in Japan, a country which relies heavily on Chinese foodstuffs. In future, it will be
important to build a system in Japan which is capable of sustaining agricultural food supplies, with
the cooperation of exporting countries. Specifically, the system should nurture the link between
Japan and China ; the technical aspects of agricultural food production and processing, both at
government and company level, will be needed. In particular, Japanese consumer cooperatives
should build partnerships with Chinese agricultural cooperatives, which have been recently
organized in rural areas.
